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積立低水準について

（積立金等残高）

➢ 財政調整基金への積立は、予算額の概ね10％程度の残高を維持
し続け、また、特定目的基金への積立を行ってきた結果、積立金等残
高の増加に至っている。

➢ 他方、歳計現金の減少及び特定目的基金、財政調整基金からの取
り崩しも生じており、積立金等残高の水準を押し下げている。

➢ 行政経常収入の規模からみれば、積立金等残高の水準が低い。

（行政経常収支率）

➢ 平成27年度以降、新築家屋数の増加に伴う固定資産税の増加や、
地方消費税交付金の増加による地方譲与税・交付金の増加などによ
り行政経常収入は増加しており、このことが寄与して行政経常収支率
が平成27年度の1.8%から令和2年度の8.4%へ上昇している。

➢ 他方、物件費、扶助費、繰出金(建設費以外)の増加により、行政経
常支出も増加しており、この行政経常支出の増加により行政経常収
支率を押し下げ、診断基準の10.0％を上回る状況に至らず、かつ、類
似団体平均の9.0%に届いていない。
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狭山市の財務状況把握結果

１．診断年度（令和２年度決算）
債務償還能力については、留意すべき状況にはない。
資金繰り状況については、積立金等の水準が低いこと
から、留意すべき状況にある。



実質債務は減少

➢ 主に入曽駅周辺整備事業や中学校校舎等改修事業において地方債の発行を予定しているが、
償還元金を下回る額での借入を行うことにより地方債現在高は減少する見通し。

➢ 計画的な特定目的基金の取崩しは予定されているものの、令和3年度、令和4年度に主として個

人・法人住民税の増加などにより得られる決算剰余金を財政調整基金に積み立てることにより、
令和6年度の積立金等残高は増加する見通し。

➢ 地方債現在高の減少や積立金等残高の増加により、実質債務は減少する見通し。

行政経常収支は減少

➢ 法人住民税の増加による地方税の増加、法人事業税交付金や地方消費税交付金の増加による
地方譲与税・交付金の増加、及び使用料・手数料の増加等が見込まれ、行政経常収入は増加す
る見通し。

➢ 公営企業や一部事務組合向け補助費の減額等が見込まれる一方、人件費は定年延長制度の
影響により増加、扶助費は社会福祉費や児童福祉費を中心に増加、物件費は子育て支援拠点
施設に係る借上げ等により増加、また、後期高齢者医療や介護保険に係る繰出金が増加する見
込みであり、行政経常支出全体は増加する見通し。

➢ これらにより、行政経常収入及び行政経常支出は、ともに増加する見通しであるものの、行政経
常支出の増加見込額が行政経常収入の増加見込額を上回ることから、行政経常収支は減少す
る見通し。
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２．今後の見通し
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 予定する公共施設等マネジメント計画の実施においては、さらなる民間活用
（PPP/PFI）の導入や施設の複合化の検討も一案である。

 地方創生への取組について、費用対効果に着眼して取組むことが望まれる。
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３．まとめ
・若い世代の住宅取得支援補助制度等の施策により人口減少を抑制し、
固定資産税収入の増加などの効果に繋がっている。

・現状、債務償還能力は留意すべき状況にはないものの、資金繰り状況
は留意すべき状況にある。
・積立金等残高は増加し、行政経常収支率は上昇している。他方、行政
経常収入の規模からみれば積立金等残高の水準は低く、行政経常収
支率は類似団体平均と比べ低い。
・今後、実質債務が減少する見通しである一方、行政経常収支も減少す
る見通しとなっている。
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